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  「介護老人福祉施設 特別養護老人ホーム たいせつの郷」  

              重要事項説明書   

 

 

 

 

 

当施設はご契約者（ご利用者）に対して介護福祉施設サービスを提供します。施設の概要

や提供されるサービスの内容、契約上ご注意いただきたいことを次の通り説明します。  

 

※当施設への入居は、原則として要介護認定の結果、要介護３以上と認定された方が対

象となります。要介護認定をまだ受けていない方、又、特例により要介護１～２の方で

も入居は可能です。  
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１．施設経営法人  

（１）法人名         社会福祉法人 旭川たいせつ福祉会  

（２）法人所在地      旭川市東鷹栖２線１８号１０４５番地  

（３）電話番号        ０１６６－５８－３３３３  

（４）代表者氏名      理事長   杉野 勝美  

（５）設立年月        平成１２年６月１３日  

 

２．ご利用施設  

（１）施設の種類     介護老人福祉施設  

（２）施設の目的     介護保険法における要介護者の生活介護  

（３）施設の名称     特別養護老人ホーム  たいせつの郷  

（４）施設の所在地   旭川市東鷹栖２線１８号１０４５番地  

（５）電話番号       ０１６６－５８－３３３３  

（６）施設長（管理者）氏名     平野 重之       

当施設は介護保険の指定を受けています。  

事業所番号（０１７２９００７７１）  
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（７）当施設の運営方針 「目と手と心」で介護を実施する  

（８）開設年月       平成１３年１０月１日  

（９）入所定員            ６０人  

３．居室の概要  

（１）居室等の概要 

 当施設では以下の居室・設備をご用意しています。入居される居室は、原則としてご利用

者、ご家族のご希望にそうようにいたしますので、その旨をお申し出下さい。（但し、ご契約

者（ご利用者）の心身の状況や居室の空き状況によりご希望にそえない場合もあります。）  

ただし、ユニット型をご利用の場合は個室利用となります。 

 

居室・設備の種類 室数 備考 

個室（１人部屋） ２２室 収納家具・洗面台設置 

２人部屋 １４室 収納家具・洗面台設置 

４人部屋 ５室 収納家具・洗面台設置 

合  計 ４１室  

食堂   

機能訓練ｺｰﾅｰ   

浴室 ５室 
特殊浴室・１Ｆ一般浴室・２Ｆ一般浴室・ 

１、２Ｆユニット用浴室 

医務室 １室  

静養室 １室  

 

※上記は、厚生労働省が定める基準により、指定介護老人福祉施設に必置が義務づけら

れている施設・設備です。この施設・設備の共有部分の利用にあたって、ご契約者（ご利

用者）に特別にご負担いただく費用はありません。ただし、居室は除きます。 

 

☆居室の変更：ご契約者（ご利用者）から居室の変更希望の申し出があった場合は、居室の

空き状況により施設でその可否を決定します。また、ご契約者（ご利用者）の心身の状況

により居室を変更する場合があります。その際には､ご契約者（ご利用者）やご家族等と

協議のうえ決定するものとします｡ 

 

 

４．職員の配置状況   

当施設では、ご契約者（ご利用者）に対して介護福祉施設サービスを提供する職員として、

ご利用者３名に対して１人の看護・介護職員を配置し、他の職員配置も指定基準を遵守して

います。 

 

５．当施設が提供するサービスと利用料金  

 当施設では、ご契約者（ご利用者）に対して以下のサービスを提供します。 

当施設が提供するサービスについて、 

（１）利用料金が介護保険から給付される場合 

（２）利用料金の全額をご契約者に負担いただく場合 

があります。 
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（１）  介護保険の給付の対象となるサービス（入居契約書第３条・三者契約書第３条参照） 

 

以下のサービスについては、利用料金の大部分（通常９割）が介護保険から給付されます。  

<サービスの概要>   

 ①食事の介助 

・ご契約者（ご利用者）の自立支援のため離床して食堂にて食事をとっていただくことを

原則としています。 

 ②入浴の介助 

・入浴又は清拭を週２回以上行います。  

 ③排泄の介助 

・排泄の自立を促すため、ご契約者（ご利用者）の身体能力を最大限活用した援助を行い

ます。 

 ④機能訓練 

・ご契約者（ご利用者）の心身等の状況に応じて、日常生活を送るのに必要な機能の回復

又はその減退を防止するための訓練を実施します。 

 ⑤健康管理 

・医師や看護･介護職員が、健康管理を行います。 

 ⑥その他自立への支援 

・寝たきり防止のため、できるかぎり離床に配慮します。 

・生活のリズムを考え、毎朝夕の着替えを行うよう配慮します。 

・清潔で快適な生活が送れるよう、適切な整容が行なわれるよう援助します。 

 

<サービス利用料金（１日あたり）>（入居契約書第５条・三者契約書第６条参照） 

別表１の料金表によって、ご契約者（ご利用者）の要介護度に応じたサービス利用料金か

ら介護保険給付費額を除いた金額（自己負担額）をお支払い下さい。（サービスの利用料金は、

ご利用者の要介護度に応じて異なります。） 

また、当施設は管理栄養士を配置した体制で、ご利用者への栄養マネジメントを実施してい

ます。 

 

☆ご契約者（ご利用者）がまだ要介護認定を受けていない場合には、サービス利用料金の

全額をいったんお支払いいただきます。要介護の認定を受けた後、自己負担額を除く金

額が介護保険から払い戻されます（償還払い）。償還払いとなる場合、ご契約者（ご利用

者）が保険給付の申請を行うために必要となる事項を記載した「サービス提供証明書」

を交付します。 

☆介護保険からの給付額に変更があった場合、変更された額に合わせて、ご契約者（ご利

用者）の負担額を変更します。 

☆ご契約者（ご利用者）が、６日以内の入院又は外泊をされた場合にお支払いいただく利

用料金は、下記の通りです。（入居契約書第１８条、第２１条・三者契約書第１９条、第

２２条参照） 

 

 

 

 

 

 

１．サービス利用料金 2,460 円 

２．うち、介護保険から給付される金額 2,214 円 

３．自己負担額（１－２）   246 円 
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・社会福祉法人による利用者負担の軽減制度があります。 

 

 「低所得者に対する介護保険サービスに係る利用者負担額の軽減制度の実施について」

（平成１２年５月１日付け老発第４７４号厚生省老人保健福祉局長通知）の別添２「社

会福祉法人等による生計困難者等に対する介護保険サービスに係る利用者負担額軽減

制度事業実施要綱」に基づき、生計が困難な者として 市町村が認めた者に対し、市町

村が交付した確認証の内容に基づき利用料の軽減を行います。  

 

（２）介護保険の給付対象とならないサービス（入居契約書第４条、第５条・三者契約書第

４条、第６条参照） 

 

以下のサービスは、利用料金の全額がご契約者の負担となります。  

<サービスの概要と利用料金>  

① 食事の提供に要する費用 別紙１ 

当施設では、栄養士（管理栄養士）の立てる献立表により、栄養並びにご契約者（ご利用

者）の身体の状況および嗜好を考慮した食事を提供します。 

 

②  居室の提供に要する費用 別紙１ 

当施設には、従来型個室、多床室、ユニット型個室があり、ご契約者（ご利用者）の希望、

心身の状態に考慮して提供します。 

③ 特別な食事（酒を含みます。） 

ご契約者（ご利用者）のご希望に基づいて特別な食事を提供します。 

利用料金：要した費用の実費  

④   理髪・美容 

 理容料金：１回 ２,２００円。   美容料金（パーマ等）： 実費。※詳細料金表参照 

       

⑤ 貴重品の管理 

ご契約者（ご利用者）の希望により、貴重品管理サービスをご利用いただけます。詳細は、

以下の通りです。 

○管理する金銭の形態：施設の指定する金融機関に預け入れている預金 

○お預かりするもの：上記預貯金通帳と金融機関へ届け出た印鑑、有価証券、年金証書 

○保管管理者：施設長 

○出納方法：手続きの概要は当法人の「所持金品管理規程」によります。  

○利用料金：１か月当たり １，０００円 

⑥ レクリエーション、クラブ活動  

ご契約者（ご利用者）の希望によりレクリエーションやクラブ活動に参加していただくこ

とができます。 

利用料金：内容により、材料代等の実費を頂く場合があります。 

⑦ 複写物の交付 

ご契約者（ご利用者）は、サービス提供についての記録をいつでも閲覧できますが、複写

物を必要とする場合には実費をご負担いただきます。 

1 枚につき   １０円 

⑧ ご契約者（ご利用者）の希望により購入される諸費用実費 

新聞・雑誌の購入代金等ご契約者（ご利用者）の希望により要した費用でご契約者（ご利

用者）に負担いただくことが適当であるもの。 実費 
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おむつ代は介護保険給付対象となっていますのでご負担の必要はありません。 

 

⑨ 入居契約書第１９条・三者契約書第２０条に定める所定の料金 

 ご契約者（ご利用者）が、契約終了後も居室を明け渡さない場合等に、本来の契約終了日

から現実に居室が明け渡された日までの期間に 1 日あたりに係る料金   

ご契約者（ご利用

者）の要介護度 

 

料金 

要介護度１ 

 

11,010 円 

要介護度２ 

 

11,640 円 

要介護度３ 

 

12,320 円 

要介護度４ 

 

12,950 円 

要介護度５ 

 

13,570 円 

ご契約者（ご利用者）が、要介護認定で自立又は要支援と判定された場合 6,840 円 

 

経済状況の著しい変化その他やむを得ない事由がある場合、相当な額に変更することがあ

ります。その場合事前に変更の内容と変更する事由について、変更を行う２か月前までにご

説明します。 

 

（３）利用料金のお支払い方法（入居契約書第５条・三者契約書第６条参照） 

前記（１）、（２）の料金・費用は、１か月ごとに計算し、ご請求します。口座振替、又は

施設窓口でお支払い頂けます。口座振替をご利用頂ける銀行は以下の通りとなっておりま

す。振替手数料はご負担頂くことになります。 

①  ゆうちょ銀行、②旭川信用金庫、③北洋銀行 

 

１か月に満たない期間のサービスに関する利用料金は、利用日数に基づいて計算した金

額とします。 

 

（４）入居中の医療の提供について  

医療を必要とする場合は、ご契約者（ご利用者）の希望により、下記協力医療機関におい

て診療や入院治療を受けることができます。（但し、下記医療機関での優先的な診療・入院

治療を保証するものではありません。また、下記医療機関での診療・入院治療を義務づけ

るものでもありません。） 

 ①協力医療機関 

医療機関の名称  医療法人 元生会 森山病院 

所在地  旭川市宮前 2 条 1 丁目 1 番 6 号 

診療科  内科・消化器科・外科・肛門科・整形外科・脳外科 

 

医療機関の名称  独立行政法人 国立病院機構 旭川医療センター 

所在地  旭川市花咲町７丁目 4048 番地 

診療科  呼吸器内科・脳神経内科・消化器内科・循環器内科 

 外科・小児科・放射線治療科・泌尿器科 

 

 ②協力歯科医療機関  

医療機関の名称  永山歯科医院 

所在地  旭川市永山４条６丁目１－１８ 

 

６．施設を退居していただく場合（契約の終了について）  

当施設との契約では契約が終了する期日は特に定めていません。従って、以下のような事
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由がない限り、継続してサービスを利用することができますが、仮にこのような事項に該

当するに至った場合には、当施設との契約は終了し、ご契約者（ご利用者）は退居していた

だくことになります。（入居契約書第１３条・三者契約書第１４条参照） 

 

① 要介護認定によりご契約者（ご利用者）の心身の状況が自立又は要支援と判定された場

合 

② 事業者が解散した場合、破産した場合又はやむを得ない事由によりホームを閉鎖した場

合 

③ 施設の滅失や重大な毀損により、ご契約者（ご利用者）に対するサービスの提供が不可

能になった場合 

④ 当施設が介護保険の指定を取り消された場合又は指定を辞退した場合 

⑤ ご契約者（ご利用者）から退居の申し出があった場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

⑥ 事業者から退居の申し出を行った場合（詳細は以下をご参照下さい。） 

 

（１）ご契約者（ご利用者）からの退居の申し出（中途解約・契約解除）（入居契約書第１４

条、第１５条・三者契約書第１５条、第１６条参照）  

契約の有効期間であっても、ご契約者（ご利用者）から当施設からの退居を申し出ること

ができます。その場合には、退居を希望する日の７日前までに解約届出書をご提出ください。 

ただし、以下の場合には、即時に契約を解約・解除し、施設を退居することができます。 

①  介護保険給付対象外サービスの利用料金の変更に同意できない場合  

②  ご契約者（ご利用者）が入院された場合  

③  事業者もしくはサービス従事者が正当な理由なく本契約に定める介護福祉施設

サービスを実施しない場合  

④  事業者もしくはサービス従事者が守秘義務に違反した場合  

⑤  事業者もしくはサービス従事者が故意又は過失によりご契約者（ご利用者）の身

体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行為、その他本契約を継続しがたい重

大な事情が認められる場合  

⑥  他のご利用者がご契約者（ご利用者）の身体・財物・信用等を傷つけた場合  

もしくは傷つける恐れがある場合において、事業者が適切な対応をとらない場

合  

 

（２）事業者からの申し出により退居していただく場合（契約解除）（入居契約書第１６条・

三者契約書第１７条参照） 

以下の事項に該当する場合には、当施設から退居していただくことがあります。 

①  ご契約者（ご利用者）が、契約締結時にその心身の状況及び病歴等の重要事項に

ついて、故意にこれを告げず、又は不実の告知を行い、その結果本契約を継続しが

たい重大な事情を生じさせた場合  

②  ご契約者（ご利用者）による、サービス利用料金の支払いが６か月以上遅延し、

相当期間を定めた催告にもかかわらずこれが支払われない場合  

③  ご契約者（ご利用者）が、故意又は重大な過失により事業者又はサービス従事者

もしくは他のご利用者等の生命・身体・財物・信用等を傷つけ、又は著しい不信行

為を行うことなどによって、本契約を継続しがたい重大な事情を生じさせた場合  

④  ご契約者（ご利用者）が連続して 3 か月を超えて病院又は診療所に入院すると見

込まれる場合もしくは入院した場合  

⑤  ご契約者（ご利用者）が介護老人保健施設に入所した場合もしくは介護療養型医

療施設に入院した場合  

   

ご契約者（ご利用者）が病院等に入院された場合の対応について（入居契約書第１８条・
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三者契約書第１９条参照）  

当施設に入所中に、医療機関への入院の必要が生じた場合の対応は、以下の通りです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（３）円滑な退居のための援助（入居契約書第条・三者契約書第条第１７条参照） 

   ご契約者（ご利用者）が当施設を退居する場合には、ご契約者（ご利用者）の希望によ

り、事業者はご契約者（ご利用者）の心身の状況、置かれている環境等を勘案し、円滑な

退居のために必要な以下の援助をご契約者（ご利用者）に対して速やかに行います。 

○適切な病院もしくは診療所又は介護老人保健施設等の紹介 

○居宅介護支援事業者の紹介 

○その他保健医療サービス又は福祉サービスの提供者の紹介 

 

７．残置物引取人（入居契約書第２０条・三者契約書第２１条参照） 

  契約締結にあたり、身元引受人をお願いすることはありません。 

 ただし、入居契約が終了した後、当施設に残されたご契約者（ご利用者）の所持品(残置

物)をご契約者（ご利用者）自身が引き取れない場合に備えて、「代理人」を定めていただき

ます。（入居契約書第２０条・三者契約書第条第２１条参照） 

 当施設は、｢代理人｣に連絡のうえ、残置物を引き取っていただきます。 

 また、引渡しにかかる費用については、ご契約者（ご利用者）又は代理人にご負担いただ

きます。 

※入居契約締結時に代理人が定められない場合であっても、入居契約を締結することは可

能です。 

 

８．緊急時・非常災害時の対応 

サービス提供時にご利用者の病状が急変した場合、その他必要な場合には、速やかに主治

医や協力医療機関への連絡等必要な措置を講じます。 
  

感染症や災害が発生した場合でも、ご利用者ができる限り継続してサービスの提供を受

けられるよう、業務継続計画（ＢＣＰ計画）を策定するとともに、その計画に従い必要な研

修及び訓練を実施します。 

６日以内に退院された場合は、退院後再び施設に入居することができます。 

但し、入院期間中であっても、所定の利用料金（１日２４６円）と居住費をご負担い

ただきます。 

①検査入院等、６日間以内の短期入院の場合  

３ヶ月以内に退院された場合には、退院後再び施設に入居することができます。この

場合、入院期間中の所定の利用料金をご負担いただく必要はありませんが、居住費は

ご負担頂きます。 

②７日間以上３ヶ月以内の入院の場合  

３ヶ月以内の退院が見込まれない場合には、契約を解除する場合があります。この場

合には、当施設に再び優先的に入居することはできません。 

 

③３ヶ月以内の退院が見込まれない場合  
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９．事故発生時の対応 

サービス提供により事故が発生した場合には、ご契約者（ご利用者）、市町村及び関係諸

機関等への連絡を行うなど必要な措置を講じ、事故の状況や事故に際してとった処置につ

いて記録し、賠償すべき事故の場合には、損害賠償を速やかに行います。 

 

１０．身体拘束・虐待防止について 

（１）利用者の人権の擁護・身体拘束・虐待等の防止のため次の措置を講じます。 

①身体拘束・虐待を防止するための従業者に対する研修の実施 

②利用者及びその家族からの苦情処理並びに各種相談の体制整備 

③その他身体拘束・虐待防止のために必要な措置 

（２）事業所は、サービス提供中に、当該事業所従業者又は養護者（利用者の家族等高齢者

を現に養護する者）による不適切な身体拘束並びに虐待を受けたと思われる利用者を発

見した場合は、速やかに、これを市町村に通報します。 

（３）事業所は、身体拘束・虐待発生の防止に向け、「身体拘束廃止に関する指針」「虐待の

防止のための指針」の事項を実施します。また、これらの措置を適切に実施するための

専任の担当者を設置します。 

11．苦情の受付について（入居契約書第条・三者契約書第条第２２条参照） 

（１）当施設における苦情の受付 

当施設における苦情やご相談は当法人の苦情・相談規定により受け付けます。 

〈苦情受付窓口〉 

  苦情受付担当者名  伊藤 美千代 （生活相談員） 

    電 話 番 号   ０１６６－５８－３３３３ 

   Ｆ Ａ Ｘ 番 号   ０１６６－５８－３３３４ 

 

（２）行政機関その他苦情受付機関 

旭川市福祉保険部福祉保険課  電話番号 ・ ０１６６－２５－６３１２ 

国民健康保険団体連合会 電話番号 ・ ０１１－２３１－５１６１ 

北海道社会福祉協議会 電話番号 ・ ０１１－２４１－３９７６ 
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別紙１－１ 

● 介護老人福祉施設サービス（１日あたりの料金） 従来型個室  

 

介護保険負担割合が 1 割負担の方 

要介護度区分 
要介護度

１  

要介護度

２  

要介護度

３  

要介護度

４  

要介護度

５  

①   基本サービス利用料

金 
589 円  659 円  732 円  802 円  871 円  

ご利用者 

負担 

第１段階 

②   居住費 380 円  

③ 食 費 300 円  

自己負担計 

(①  +②+③） 
1,269 円  1,339 円  1,412 円  1,482 円  1,551 円  

ご利用者 

負担 

第２段階 

③   居住費 480 円  

 ③ 食 費 390 円  

自己負担計 

(①  +②+③） 
1,459 円  1,529 円  1,602 円  1,672 円  1,741 円  

ご利用者 

負担 

第３段階 

①   

②   居住費 880 円  

③ 食 費 650 円  

 自己負担計 

（①  +②+③） 
2,119 円  2,189 円  2,262 円  2,332 円  2,401 円  

ご利用者 

負担 

第３段階 

③   

④  居住費 880 円  

⑤  食 費 1,360 円  

 自己負担計 

（①  + ② +

③） 

2,829 円  2,899 円  2,972 円  3,042 円  3,111 円  

ご利用者 

負担 

第４段階 

②  居住費 1,371 円  

③  食 費 1,680 円  

 自己負担計 

（①  +②+③） 
3,640 円  3,710 円  3,783 円  3,853 円  3,922 円  
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介護保険負担割合が２割負担の方 

介護保険負担割合が３割負担の方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①   基本サービス利用料 1,178 円  1,318 円  1,464 円  1,604 円  1,742 円  

②   居住費 1,371 円  

③   食 費 1,680 円  

自己負担計（①+②+③） 4,229 円  4,369 円  4,515 円  4,655 円  4,793 円  

①    基本サービス

利用料 
1,767 円  1,977 円  2,196 円  2,406 円  2,613 円  

②   居住費 1,371 円  

③   食 費 1,680 円  

自己負担計（①+②+③） 4,818 円  5,028 円  5,247 円  5,457 円  5,664 円  
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別紙１－２ 

● 介護老人福祉施設サービス（１日あたりの料金） 従来型多床室（２～４名部屋） 

 

介護保険負担割合が 1 割負担の方 

 

 

 

 

 

要介護度区分 
要介護度

１  

要介護度

２  

要介護度

３  

要介護度

４  

要介護度

５  

①   基本サービス利用料

金 
589 円  659 円  732 円  802 円  871 円  

ご利用者 

負担 

第１段階 

②  居住費 0 円  

 ③ 食 費 300 円  

自 己 負 担 計 

（①+②+③） 
889 円  959 円  1,032 円  1,102 円  1,171 円  

ご利用者 

負担 

第２段階 

③   居住費 430 円  

④  食 費 390 円  

自 己 負 担 計 

（①+②+③） 
1,409 円  1,479 円  1,552 円  1,622 円  1,691 円  

ご利用者 

負担 

第３段階 

①   

②   居住費 430 円  

 ③ 食 費 650 円  

自 己 負 担 計 

（①+②+③） 
1,669 円  1,739 円  1,812 円  1,882 円  1,951 円  

ご利用者 

負担 

第３段階 

② 

 

② 居住費 430 円  

③ 食 費 1,360 円  

自 己 負 担 計 

（①+②+③） 
2,379 円  2,449 円  2,522 円  2,592 円  2,661 円  

ご利用者 

負担 

第４段階 

②  居住費 1,055 円  

③  食 費 1,680 円  

自 己 負 担 計 

（①+②+③） 
3,324 円  3,394 円  3,467 円  3,537 円  3,606 円  



 12 

 

 

介護保険負担割合が２割負担の方 

 

介護保険負担割合が３割負担の方 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

①   基本サービス利用料 1,178 円  1,318 円  1,464 円  1,604 円  1,742 円  

②   居住費 1,055 円  

③   食 費 1,680 円  

自己負担計（①+②+③） 3,913 円   4,053 円  4,119 円  4,339 円  4,477 円  

①   基本サービス利用料 1,767 円  1,977 円  2,196 円  2,406 円  2,613 円  

②   居住費 1,055 円  

    ③ 食 費 1,680 円  

自己負担計（①+②+③） 4,502 円  4,712 円  4,931 円  5,141 円  5,348 円  
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別紙１－３ 

⚫ 上記の他に発生する介護サービス費  

[１日毎に発生する料金 ] 

日常生活継続支援加算  ３６円  

① 新規入居者の総数のうち、要介護度４～５の割合が

７０％以上、又は認知症日常生活自立度Ⅲ以上の

割合が６５％以上、又は、痰の吸引や経管栄養等が

必要なご利用者の割合が１５％以上  

② 介護福祉士をご利用者の数が６又は端数を増すごと

に１名以上配置  

個別機能訓練加算Ⅰ １２円  

専従の機能訓練指導員を 1 名以上配置し、看護・介護

職員等と共同して個別の機能訓練計画を作成・実施し

ている。 

看護体制加算（Ⅰ）ロ ４円  
入居定員が３０名又は５０名以上の事業所で、常勤の看

護師を１名以上配置  

看護体制加算（Ⅱ）ロ ８円  

① 看護職員をご利用者数が２５又はその端数を増すご

とに１名以上配置  

② 看護職員を指定基準に１を加えた数以上配置  

③ 看護職員により２４時間の連絡体制を確保  

夜勤職員配置加算（Ⅰ）ロ １３円  

夜勤職員を指定基準に１を加えた数以上の介護職員を

配置（従来型個室、従来型多床室のみ対象）  

 

夜勤職員配置加算（Ⅱ）ロ １８円  

夜勤職員を指定基準に１を加えた数以上の介護職員を

配置（ユニット型個室のみ対象）  

 

栄養マネジメント 

強化加算  
１１円  

低栄養状態のリスクが⾼い⼊居者に対し、医師、管理栄

養⼠、看護師等が共同して作成した、栄養ケア計画に従

い、⾷事の観察（ミールラウンド）を週３回以上⾏い、⼊所

者ごとの栄養状態、嗜好等を踏まえた⾷事の調整等を

実施すること。 

 

 

精神科医定期的療養指導加算  

 

 

５円  

・認知症の症状を呈する入居者が１/３以上  

・精神科を担当する医師による定期的な療養指導が月

に２回以上行われる。 

・指導の記録が整備されている 

 

 

 

介護職員等処遇改善加算（Ⅰ）  

 

介護サー

ビス費  

合計金額

の 

１４．０％  

 

厚生労働大臣が定める基準に適合している介

護職員の賃金の改善策等を実施している。 

※居住費、食費等は含まれません。 

 

（各加算自己負担割合が 1 割負担の場合）  

 

※居住費、食費等は含まれません。 
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[１ヶ月毎に発生する料金 ] 

口腔衛生管理加算Ⅰ ９０円  

⻭科医師の指⽰を受けた⻭科衛⽣⼠が、⼊所者に対

し、⼝腔ケアを⽉2 回以上⾏うこと。  

⻭科衛⽣⼠が、当該⼊所者に係る⼝腔ケアについて、介

護職員に対し、具体的な技術的助⾔を及び指導を⾏うこ

と 

  

口腔衛生管理加算Ⅱ １１０円  

加算 (Ⅰ)の要件に加え、⼝腔衛⽣等の管理に係る計画

の内容等の情報を厚⽣労働省に提出し、⼝腔衛⽣等の

管理の実施に当たって、当該情報  

その他⼝腔衛⽣等の管理の適切かつ有効な実施のため

に必要な情報を 

活⽤していること。 

個別機能訓練加算Ⅱ ２０円  

個別機能訓練加算 (Ⅰ)を算定している⼊所者について、

個別機能訓練計画の内容等の情報を厚⽣労働省に提

出し、機能訓練の実施に当たって当該情報その他機能

訓練の適切かつ有効な実施のために必要な情報を活⽤

すること。 

 

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）  ３円  

⼊居者等ごとに褥瘡の発⽣と関連のあるリスクについて、

施設⼊居時等に評価するとともに、少なくとも三⽉に⼀

回、評価を⾏い、その評価結果等を厚⽣労働省に提出

し、褥瘡管理の実施に当たって当該情報等を活⽤してい

ること。 

褥瘡マネジメント加算（Ⅱ）  １３円  

褥瘡マネジメント加算（Ⅰ）の算定要件を満たしている施

設等において、施設⼊居時等の評価の結果、褥瘡が発

⽣するリスクがあるとされた⼊居者等について、褥瘡の発

⽣のないこと。 

かつ、褥瘡が治癒した場合  

排せつ支援加算（Ⅰ）  １０円  

排せつに介護を要する⼊居者等ごとに、要介護状態の軽

減の⾒込みについて、医師⼜は医師と連携した看護師が施

設入居時等に評価するとともに、少なくとも３ケ月に⼀回、評

価を⾏い、その評価結果等を厚⽣労働省に提出し、排せつ

⽀援に当たって当該情報等を活⽤していること。 

排せつ支援加算（Ⅱ）  １５円  

排せつ⽀援加算 (Ⅰ)の算定要件を満たしている施設等にお

いて、適切な対応を⾏うことにより、要介護状態の軽減が⾒

込まれる者について、・施設⼊居時等と⽐較して、排尿・排

便の状態の少なくとも⼀⽅が改善するとともに、いずれにも

悪化がない。⼜はおむつ使⽤ありから使⽤なしに改善してい

ること。又は尿カテーテルが抜去したこと 
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（各加算自己負担割合が 1 割負担の場合）  

 

 

 

別紙１－４  

 

⚫ 上記の他に該当した際に発生する介護サービス費（１日あたりの料金）  

初期加算  ３０円  
ご利用者が新規に入居及び１ヶ月以上の入院後、再び入居した場

合に３０日間加算  

経口移行加算  ２８円  

経管により食事を摂取するご利用者が、経口摂取を進めるために、

医師の指示に基づく栄養管理及び、看護職員等により支援を行う

場合（１８０日間を限度）  

療養食加算  ６円  

医師の指示に基づく療養食を提供した場合（経口移行加算と同時

に取ることはありません）  

※1 日につき 3 回を限度  

入院・外泊時費用  ２４６円  
ご利用者が入院及び外泊の場合、６日を限度として負担が必要  

入院・外泊の初日及び末日は不要  

在宅サービスを 

利用した時の費用  
５６０円  

入居者に対して居宅における外泊を認め、当該入居者が、介護老

人福祉施設により提供される在宅サービスを利用した場合  

認知症行動・  

心理症状緊急対応加算  
２００円  

医師が認知症の行動・心理症状が認められる為、在宅での生活が

困難であり、緊急に施設入居が必要と判断し、入居された場合。

（入居した日から７日を限度）  

 

退所前訪問相談援助加

算  
４６０円  

入居期間が１月を越えると見込まれるご利用者の退所に先立ち、退

所後生活する居室を訪問し、相談援助を行った場合。（入居中１

回、又は早期に相談援助を必要とする場合２回を限度）  

 

退所前連携加算  ５００円  

退居に先立ち、指定居宅介護支援事業所に対し、ご利用者の介

護状況を示す文章を添え居宅サービスに必要な情報を提供し、か

つ指定居宅介護支援事業所と連携し退居後の居宅サービス利用

の調整を行った場合（１回を限度）  

排せつ支援加算（Ⅲ）  ２０円  

排せつ⽀援加算 (Ⅰ)の算定要件を満たしている施設等

において、適切な対応を⾏うことにより、要介護状態の軽

減が⾒込まれる者について、施設⼊居時等と⽐較して、

排尿・排便の状態の少なくとも⼀⽅が改善するとともに、

いずれにも悪化がない。かつ、おむつ使⽤ありから使⽤な

しに改善していること。 

かつ、尿カテーテル抜去し、おむつ使用ありから使用なし

に改善していること。 

 

 

 

 

 

協力医療機関連携加算  

１００円  

（令和７

年３月  

31 日  

まで）  

協力医療機関が下記の要件を満たしている。 

① 入居者の病状が急変した場合などにおいて、医師又

は看護職員が相談対策を行う体制を常時確保してい

る。 

② 施設からの診療の求めがあった場合、診療を行う体

制を常時確保している。 

病状が急変した場合において、入院を原則として受け入

れる体制を確保している。 

５０円  

（令和７

年４月１

日以降）  

５円  上記以外の協力医療機関と連携している場合  
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退所時相談援助加算  ４００円  

退居日から２週間以内に退居後の市町村、及び老人介護支援セン

ターにご利用者の介護状況を示す文章を添え、居宅サービスに必

要な情報を提供した場合（１回を限度）  

 

退所後訪問相談  

援助加算  
４６０円  

退所後３０日以内に居室を訪問し、相談援助を行った場合。（１回を

限度）  

 

配置医師  

緊急時対応加算  

３２５円

（日中の

勤務時間

外）  

６５０円  

（早朝・

夜間）  

１３００円  

（深夜）  

入居者に対する緊急時の注意事項や病状等についての情  報共

有の方法及び曜日や時間帯ごとの医師との連絡方法  や診察を依

頼するタイミングなどについて、配置医師と施設の  間で、具体的な

取り決めがなされていること。複数名の配置医師を置いていること、

若しくは配置医師と協力医療機関の医師が連携し、施設の求めに

応じて 24 時間  対応できる体制を確保している場合。 

 

看取り介護加算（Ⅰ）  

７２円  
施設基準に適合し、基準に適合するご利用者について、看取り介

護を行った場合。（死亡日４５日前～３１日前）  

１４４円  
施設基準に適合し、基準に適合するご利用者について、看取り介

護を行った場合。（死亡日３０前～４日前）  

６８０円  
上記同様に看取り介護を行った場合。（死亡日の前日、及び前々

日）  

1,280 円  上記同様に看取り介護を行った場合。（死亡日）  

看取り介護加算（Ⅱ）  

７２円  入居者に対する緊急時の注意事項や病状等についての情報共有

の方法及び曜日や時間帯ごとの医師との 

連絡方や診察を依頼するタイミングなどについて、 

配置医師施設の間で、具体的な取り決めがなされていること。 

複数名の配置医師を置いていること、若しくは配置医師と 協力医

療機関の医師が連携し、施設の求めに応じて ２４時間対応できる

体制を確保していること。 

上記の内容につき、届出を行っていること。  

 看護体制加算（Ⅱ）を算定していること。 

 

１４４円  

７８０円  

1,580 円  

※ 誤嚥の程度については、医師の判断を必要とします。 

 

 

サービス提供体制  

強化加算※ 

(Ⅰ) (Ⅱ)(Ⅲ) 

２２円  
介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の８０

以上である場合  

１８円  
介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の６０

以上である場合  

６円  
介護職員の総数のうち、介護福祉士の占める割合が１００分の５０

以上である場合  

※ サービス提供体制加算（Ⅰ）、サービス提供体制加算（Ⅱ）、サービス提供体制加算（Ⅲ）の内、算

定できるのは一つ。日常生活継続支援加算が算定されている場合は算定できません。  

                          （各加算自己負担 1 割負担の場合）  
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⚫ 上記の他に該当した際に発生する介護サービス費（一ヶ月あたりの料金）  

経口維持加算（Ⅰ）  ４００円  

摂食機能障害があり誤嚥が認められるご利用者が、継続して口から

食事を摂るために、医師又は歯科医師の指示に基づき経口維持計

画を作成し栄養管理を行った場合。経口移行加算を算定している

場合には算定できません。 

経口維持加算（Ⅱ）  １００円  
経口維持加算（Ⅰ）を算定し、ご利用者が継続して口から食事を摂

るための観察、及び会議等に医師や歯科医師が加わった場合。 

生活機能向上連携加算  １００円  
自立支援・重度化防止に資する介護を推進するため、外部のリハビ

リテーション専門職等と連携する場合。 

ADL 維持等加算 (Ⅰ)  ３０円  

利⽤者等全員について、利⽤開始⽉と、当該⽉の翌⽉から起算し

て６⽉⽬（６⽉⽬にサービスの利⽤がない場合はサービスの利⽤が

あった最終⽉）において、Barthel Index を適切に評価できる者が 

ADL 値を測定し、測定した⽇が属する⽉ごとに厚⽣労働省に提出

していること。 

ADL 維持等加算 (Ⅱ)  ６０円  

ADL 維持等加算 (Ⅰ)の要件を満たすこと。  

評価対象利⽤者等の調整済  ADL 利得を平均して得た値が３以上

であること。 

科学的介護推進   

体制加算 (Ⅱ) 
 ５０円  

⼊居者・利⽤者ごとの、ADL 値、栄養状態、⼝腔機能、認知症の

状況・疾病の状況や服薬情報等の情報、その他の⼊居者の⼼⾝

の状況等に係る基本的な情報を、３ケ月に１度厚⽣労働省に提出

していること。 

 

個別機能訓練加算  

Ⅲ 
２０円  

個別機能訓練加算（Ⅱ）・口腔衛生管理加算・栄養マネジメント加

算を算定し、上記の情報を相互に共有している。 

必要に応じ個別機能訓練加算の見直しを行い、関係職種で共有し

ている。 

（各加算自己負担が 1 割負担の場合）  

 

 

 

⚫ 上記の他に該当した際に発生する介護サービス費（一回あたりの料金）  

 

 

再入所時栄養連携加算  

 

 

２００円  

介護保険施設の入居者が医療機関に入院し、経管栄養又は嚥

下調整食の新規導入、特別食が必要など、施設入居時とは 大

きく異なる栄養管理が必要となった場合について、介護保険施

設の管理栄養士が当該医療機関の管理栄  養士と連携して、再

入居後の栄養管理に関する調整を行った場合。 

 

⾃⽴⽀援促進加算  

 

 

２８０円  

医師が⼊所者ごとに、⾃⽴⽀援のために特に必要な医学的評

価を⼊所時に⾏うともに、少なくとも３ケ月に⼀回、医学的評価の

⾒直しを⾏い、⾃⽴⽀援に係る⽀援計画等の策定等に参加して

いること。 

 

安全対策体制加算  

  

２０円  

外部の研修を受けた担当者が配置され、施設内に安全対策部

⾨を設置し、組織的に安全対策を実施する体制が整備されてい

ること。  

※入居時に 1 回を限度として算定。 

 

生産性向上推進体制加算

（Ⅱ）  

 

 

１０円  

ご利用者の安全並びに介護サービスの質の確保、及び職員に

負担軽減に資する方策を検討するための委員会の開催や安全

対策を講じた上で、生産性向上ガイドラインに基づいた改善活動
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を継続的に行っている。 

見守り機器などのテクノロジーを導入している 

 

生産性向上推進体制加算

（Ⅰ）  

 

１００円  

（Ⅱ）の要件を満たし、業務改善の取り組みによる成果が確認さ

れている。 

見守り機器などのテクノロジーを複数導入している。 

 

高齢者施設等感染対策向

上加算（Ⅰ）  

 

１０円  

第二種協定指定医療機関との間で、新興感染症の発生時等の

対応を行う体制を確保している。 

協力医療機関等との間で新興感染症以外の一般的な感染症の

発生時の対応を取り決めるとともに、感染症の発生時に協力医

療機関等と連携し適切に対応している。 

診療報酬における感染対策向上加算、又は、外来感染対策向

上加算に係わる届出を行った医療機関、又は地域の医師会が

定期的に行う院内感染対策に関する研修、又は訓練に１年に１

回以上参加している。 

高齢者施設等感染対策向

上加算（Ⅱ）  

 

５円  

感染対策向上加算に係わる届出を行った医療機関から３年に１

回以上施設内で感染者が発生した場合の感制御等に係る実地

指導を受けている。 

（各加算自己負担が 1 割負担の場合）  

 

 

令和  年  月  日 

 

介護福祉施設サービスの提供の開始に際し、本書面に基づき重要事項の説明を行いました。 

 

介護老人福祉施設 特別養護老人ホーム たいせつの郷 

説明者職名  生活相談員       氏名  伊藤 美千代   

 

 

私は、本書面に基づいて事業者から重要事項の説明を受け、介護福祉施設サービスの利用

料の変更について同意します。 

 

 

 

契約者住所        

 

氏名                   

 

 

 

この重要事項説明書は、厚生省令第３９号（平成１１年３月３１日）第４条の規定に基  

づき、ご入居申込者又はそのご家族への重要事項説明のために作成したものです。  
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＜重要事項説明書付属文書＞ 

１．施設の概要 

（１）建物の構造    鉄骨造 地上２階 

（２）建物の延べ床面積   ４,２９９．８５㎡ 

（３）併設事業 

   当施設では、次の事業を併設して実施しています。 

  [短期入所生活介護]平成１３年１０月１日指定 

  [通所介護]    平成１３年１０月１日指定 

  [居宅介護支援事業]平成１４年 ２月１日指定  

 

２．職員の配置状況 

<配置職員の職種> 

  介 護 職 員…ご契約者（ご利用者）の日常生活上の介護並びに健康保持のための相

談・助言等を行います。 

  生 活 相 談 員…ご契約者（ご利用者）の日常生活上の相談に応じ、適宜生活支援を行

います。 

  看 護 職 員…主にご契約者（ご利用者）の健康管理や療養上の世話を行いますが、 

日常生活上の介護、介助等も行います。 

  機能訓練指導員…ご契約者（ご利用者）の機能訓練を担当します。 

  介護支援専門員…ご契約者（ご利用者）に係る施設サービス計画（ケアプラン）を作成

します。生活相談員が兼ねる場合もあります。 

  医  師…ご契約者（ご利用者）に対して健康管理及び療養上の指導を行います。 

  管 理 栄 養 士…ご契約者（ご利用者）の状況に応じた、献立の作成や栄養相談などを

行います。 

  調 理 員…ご契約者（ご利用者）のお食事の調理を行います。 

  事 務 員…ご契約者（ご利用者）にかかる事務処理を行います。  

 

 

 

３．施設利用の留意事項 

 当施設のご利用にあたって、施設に入居されているご利用者の共同生活の場としての快適

性、安全性を確保するため、下記の事項をお守り下さい。 

（１）持ち込みの制限 

入居にあたり、危険物を持ち込むことができません。 

（２）面会 

 面会時間   ２４時間 いつでも自由です。 

 ※来訪者は、必ずその都度職員に届け出てください。 

※なお、来訪される場合、危険物の持ち込みはご遠慮ください。 
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（３）外出・外泊（入居契約書第２１条・三者契約書第２２条参照） 

外出、外泊をされる場合は、事前にお申し出下さい。 

但し、外泊については、最長で月６日間とさせていただきます。 

（４）食事 

終日食事が不要な場合は、当日までにお申し出下さい。当日までに申し出があった場合に

は、重要事項説明書 ５（２）に定める「食事の提供に要する費用」は減免されます。 

（５）施設・設備の使用上の注意（入居契約書第９条・三者契約書第１０条参照） 

○居室及び共用施設、敷地をその本来の用途に従って利用して下さい。 

○故意に、又はわずかな注意を払えば避けられたにもかかわらず、施設、設備を壊したり、

汚したりした場合には、ご契約者（ご利用者）に自己負担により原状に復していただくか、

又は相当の代価をお支払いいただく場合があります。 

○ご契約者（ご利用者）に対するサービスの実施及び安全衛生等の管理上の必要があると

認められる場合には、ご契約者（ご利用者）の居室内に立ち入り、必要な措置を取ること

ができるものとします。但し、その場合、ご本人のプライバシー等の保護について、十分

な配慮を行います。 

○当施設の職員や他のご利用者に対し、迷惑を及ぼすような宗教活動、政治活動、営利活

動を行うことはできません。 

（６）喫煙 

 施設内の喫煙スペース以外での喫煙はできません。  

 

４．損害賠償について（入居契約書第１０条、第１１条・三者契約書第１１条、第１２条参

照） 

  当施設において、事業者の責任によりご契約者（ご利用者）に生じた損害については、事

業者は速やかにその損害を賠償いたします。守秘義務に違反した場合も同様とします 

  ただし、その損害の発生について、ご契約者（ご利用者）に故意又は過失が認められる場

合には、ご契約者（ご利用者）の置かれた心身の状況を斟酌して相当と認められる時に限り、

事業者の損害賠償責任を減じる場合があります。 

 


